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研究成果の概要（和文）：要介護状態にあるHIV陽性者（以下陽性者）療養場所移行に関連した不安やニーズ、困難や
経験を明らかにすることである。陽性者の家族の視座から、転院先や受け入れ先を探すことの障壁や介護を抱え込んで
いる様子が窺えた。受け入れ側の視座から、陽性者・支援者双方に有益な正しい標準予防策の普及の必要性が示された
。陽性者の受け入れ経験者においては、陽性者を受け入れてから支援のあり方を学んでいることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The aims of this study were to understand anxiety and needs related to transition 
of treatment place of people with HIV who need long-term care (PWH) in their families and difficulties of 
transition of treatment place of PWH in staffs working at the AIDS core hospital or health-care providers 
working in the community.
Family caregivers felt that they could not depend on human hand or find changing hospitals. Medical expert
s who were working at AIDS core hospitals, considered that community or hospitals had no experience to acc
ept PWH, there were no specialist, and nursing system for PWH was unmade. Health-care providers who had ex
periences caring the PWH, felt anxiety and lack of knowledge about accept PWH. Finally, from the view of f
amilies, it is cleared that there were barriers of changing hospitals and had too much to caregiving. From
 the view of health-care providers, useful and correct way of standard precaution were needed both PWH and
 themselves.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
HIV 感染症は 1996 年以降の急速な医療の

進歩により、感染後早期から適切な医療を受
けることができれば、感染前と同様の社会生
活が可能な慢性疾患といわれるまでになっ
た。しかし一方では、HIV 感染による日和見
感染症や合併症のため、治療後免疫機能が安
定しても重度の後遺障害を残す患者がみら
れる。エイズ診療拠点病院の多くは急性期医
療を担っており、慢性期へ移行し入院が長期
化すると診療報酬の問題が生じ、拠点病院で
は基本的に慢性期移行後の治療・療養生活を
支える機能を有していない。しかし後遺障害
を有する陽性者は地域での受け入れが進ま
ず、拠点病院での長期入院を余儀なくされて
いる実態が報告されている（小西、伊賀、藤
平、2006）。急性期後の治療・療養を担うべ
き病院・施設の多くが「HIV 感染症／後天性
免疫不全症候群」という病名を理由に受け入
れが困難だと表明している状況があり、陽性
者だという理由で、その次のサービスを受け
られない状況がある（鎌倉、2010）。これら
の背景には HIV 感染者に対する専門職の支
援経験の乏しさによる不安感、また差別や偏
見によるものなど複数の要因があることが、
先行研究により提示されている（葛田、小西、
2008）。 

訪問診療や訪問看護その他介護サービス
を利用した在宅療養がわが国では推進され
ているが、受け入れ態勢がないと断る事業所
が多く、その体制構築のための取り組みにつ
いては、それぞれの拠点病院の努力に委ねら
れている印象が強い（岡本、2009）。 

今後は拠点病院のみではなく、地域での主
治医と拠点病院との連携により診療を継続
する場合も多くなることが予測される。また
地域で生活する HIV 陽性者の高齢化等によ
り何らかの生活支援のニーズが高まること
は明らかであり、地域における支援体制の構
築が早急に求められると考えられる。医療・
介護が必要な HIV 陽性者が地域で生活して
いく上で利用する社会資源としては、介護保
険サービスや自立支援サービスが中心とな
る。HIV 陽性者だからという理由のみで受け
入れを断らないような事業所、通所系・入所
系サービスを開拓することが急務である（葛
田、小西、2008）。 

そこで現時点において、医療・介護が必要
な HIV 陽性者を地域でどのように受け入れ
がなされているのか、既に陽性者を受け入れ
てケアを実践している状況や陽性者の療養
場所の移行に関わる状況について明らかに
する必要があると考えた。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は以下の 4 点である。 

◆目的１：日常生活を営む上で何らかの介助
が必要な HIV 陽性者（以下要介護状態にあ
る HIV 陽性者と表記する）の家族における
療養場所とその移行、現在の療養環境に関す

るニーズや不安の内容を把握する。 
◆目的２：要介護状態にある HIV 陽性者を
地域に送り出す側のエイズ拠点病院職員が
抱える地域移行時の困難や工夫について明
らかにする。 
◆目的３：地域において要介護状態にある
HIV 陽性者を受け入れる側の保健医療福祉
施設における支援者にインタビュー調査を
実施し、陽性者受け入れに関しての思いや経
験、受け入れにあたっての取り組みを明らか
にする。 
◆目的４：要介護状態にある HIV 陽性者受
け入れ経験のある施設・在宅介護事業所それ
ぞれにおいて、HIV 陽性者へのケア経験別・
職種別の感染予防に対する意識等や標準予
防策実施状況を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
１）研究１ 
（１）対象者：要介護状態にある HIV 陽性
者の家族 3 名である。 
（２）調査時期：2012 年 10 月～12 月 
（３）調査内容および方法：療養場所の移行
の際の思い、療養生活や介護状況、現在の不
安や医療や介護への要望などについて語っ
てもらった。また、対象者の了承を得て面接
内容は録音しデータとし逐語録を作成した。 
（４）分析方法：逐語録からコードを作成し、
帰納的に分類、抽象化を行いながらカテゴリ
を生成した。 
（５）倫理的配慮：本研究は千里金蘭大学疫
学研究倫理審査委員会において承認されて
いる。対象者に研究への参加は自由意思に基
づくこと、参加しない場合に何の不利益もな
いことを書面で説明した。 
 
２）研究２ 
（１）対象者：エイズブロック拠点病院のコ
ーディネーターナース 1 名、ソーシャルワー
カー1 名、エイズ拠点病院の医師 3 名、ソー
シャルワーカー1 名である。 
（２）調査時期：2011 年 8 月～2014 年 1 月 
（３）調査内容および方法：要介護状態にあ
る HIV 陽性者への地域での療養生活移行の
際に生じた困難や工夫などについて語って
もらった。また、対象者の了承を得て面接内
容は録音しデータと逐語録を作成した。 
（４）分析方法：この逐語録からコードを作
成し、帰納的に分類、抽象化を行いながらカ
テゴリを生成した。 
（５）倫理的配慮：本研究は千里金蘭大学疫
学研究倫理審査委員会および国立国際医療
研究センター倫理委員会において承認され
ている。対象者に研究への参加は自由意思に
基づくこと、参加しない場合に何の不利益も
ないことを書面で説明した。 
 
３）研究３ 
（１）対象者：訪問看護ステーション看護師
3 名、デイサービス職員 4 名（施設長 1 名、



介護職 2 名、看護職 1 名）、訪問介護事業所
所長 1 名、ケアマネジャー1 名、入所施設の
所長 2 名、入所施設職員 3 名（看護職、介護
職、ソーシャルワーカー各 1 名）である。 
（２）調査時期：2012 年 12 月～2013 年 8
月 
（３）調査内容および方法：要介護状態にあ
る HIV 陽性者の受け入れまでの経緯、受け
入れ前後の思い、受け入れ後の状況などにつ
いて語ってもらった。また、対象者の了承を
得て面接内容は録音しデータとし逐語録を
作成した。 
（４）分析方法：この逐語録からコードを作
成し、帰納的に分類、抽象化を行いながらカ
テゴリを生成した。 
（５）倫理的配慮：本研究は千里金蘭大学疫
学研究倫理審査委員会および国立国際医療
研究センター倫理委員会において承認され
ている。対象者に研究への参加は自由意思に
基づくこと、参加しない場合に何の不利益も
ないことを書面で説明した。 
 
４）研究４ 
（１）対象者：要介護状態にある HIV 陽性
者受け入れ経験のある施設（有料老人ホーム
を有する会社と障害者支援施設）と在宅介護
事業所に勤務する職員である。 
（２）調査時期：2013 年 8 月～12 月 
（３）調査内容および方法：調査内容は標準
予防策の実施状況、HIV 陽性者へのケア経験
や勉強会受講経験、感染対策に関する知識や
重要性等について調査票を作成した。調査票
配布数は施設には 690 件、在宅介護事業所に
は 237 件を、郵送法により配付・回収を行っ
た。 
（４）分析方法：SPSS Ver.20 を用い統計解
析を行った。有意水準は 5%とした。 
（５）倫理的配慮：本研究は千里金蘭大学疫
学研究倫理審査委員会および国立国際医療
研究センター倫理委員会の承認を得て実施
し、調査票の回収をもって同意を得たことと
した。 
 
４．研究成果 
１）研究１の成果 

対象者の語りから要介護状態にある HIV
陽性者の家族における療養場所とその移行、
現在の療養環境に関するニーズや不安の内
容は次のようであった。①現在に至るまでの
経緯と在宅介護の状況、②人手にケアを委ね
ることができない、③転院先が見つからない、
④要介護状態にある患者への思い、⑤介護者
の生きがい、⑥介護者の体調不安、⑦経済面
や生活に関する不安、である。 
①〈現在に至るまでの経緯と在宅介護の状

況〉には、患者の疾患の経過概要と在宅療養
に至るまでの経緯および家族の介護内容お
よび公的・私的サービスに関することが語ら
れた。②〈人手にケアを委ねることができな
い〉には、患者が特定の家族以外のケアを拒

否することや病院では手厚い看護を期待で
きないという思いが含まれ、これが主介護者
の負担となる可能性が窺えた。③〈転院先が
見つからない〉には、退院を促され転院先の
提示があったが、転院先からいい返事がなか
ったと語られ、HIV 陽性であるが故の特徴的
なカテゴリと考えられた。④〈要介護状態に
ある患者への思い〉には回復への願いや体調
を維持して欲しいという患者の身体に対す
る思いと他の家族構成員への思いが、⑤〈介
護者の生きがい〉には患者の命があるだけで
有り難く患者の状態の安定が生きがいと語
られた。70 代の父母からは〈介護者の体調不
安〉が語られた。〈経済面や生活に関する不
安〉には、健康管理手当や発症者手当、年金
の受給状況が含まれた。妻からは生活のため
に厚生年金が必要であるが認定されず困っ
ていると語られた。 

要介護となった疾病により手当や年金の
種類が異なり、家族構成によって世帯収入が
異なるため今後の生活不安となっているこ
とが明らかとなった。介護を抱え込んでいる
様子が窺え、介護者への支援体制の構築が急
務であると考えられた。 
 
２）研究２の成果 
拠点病院の職員が HIV 陽性者を地域への

療養場所移行の支援時（病院間移行、病院－
地域移行）に捉える困難さは次のようであっ
た。①長期療養が必要な HIV 陽性者の受け
入れ経験がないこと、②専門医がいないため
HIV 陽性者を診られない、③疾病予後の見通
しがつかない、④看護や介護体制が整えられ
ない、⑤年齢や疾病の状況により地域でのサ
ービス利用に時間がかかる、が抽出された。 
病院間移行であっても、移行先の病院に①

〈HIV 陽性者の受け入れ経験がないこと〉、
②〈HIV 診療経験のある医師や専門医がいな
いこと〉、③〈HIV の予後の見通しのつかな
いこと〉、④〈看護体制が整えられない（現
場でケアに当たる人間の同意がとれないの
ではないかという不安）〉が HIV 陽性者の移
行を困難にさせていることが明らかとなっ
た。HIV 陽性者を引き受ける病院がいくつか
存在はするが、その病院からの自宅への退院
調整や在宅支援についてはなかなか進まな
い状況があり、また拠点病院に戻ってからの
調整となっていた。このような状況において、
拠点病院職員は HIV 陽性者の受け入れ先を
確保するために、HIV 陽性者をケアするため
の勉強会を開催したり、個別相談に乗るなど
の支援がなされていた。 
地域移行を考慮する場合、陽性者の居住地

周辺でサービス事業所を探すことから始ま
るが、陽性者の居住県が受診している病院と
異なる場合、拠点病院スタッフはほとんど機
縁のない地域に HIV 陽性者の受け入れを打
診していた。しかし、①～④を理由として断
られることが多く受け入れ先を探すことに
難渋していた。これらに加え在宅療養でサー



ビス利用を行う場合には、障害者総合支援法
や介護保険法などの認定を受けることから
始めることとなる。これらの認定には時間が
かかるため、入院早期からの退院後の生活の
ありようを考えた介入が必要であり、退院後
の生活については HIV 陽性者本人の意向に
加え、家族の意向の確認も非常に重要であっ
た。介護保険が利用できる年齢かどうかや、
内部障害で受けるか身体障害で受けるか等
検討が必要であった。 
 
３）研究３の成果 
 地域において、要介護状態にある HIV 陽
性者を受け入れる側の保健医療福祉施設に
おける支援者における思いや経験、受け入れ
にあたっての取り組みは次のようであった。
①HIV 陽性者を受け入れることへの不安、②
HIV に関する知識不足、③キーパーソンの存
在の必要性、④主治医の確保、⑤拠点病院と
の連携の 5 つであった。 

HIV 陽性者の在宅移行の打診があった際
に現場には断れるものなら断ってほしいと
いう思いが存在し①〈HIV 陽性者を受け入れ
ることへの不安〉が生じていた。この内容は
初めて受け入れる不安、脳症の経過がわから
ない不安、何をどう注意したらいいのか分か
らない不安、風評被害等である。担当ケアマ
ネジャーがリーダーシップをとり、この不安
の軽減のため HIV の専門家へ HIV 講演会を
依頼し、②〈HIV に関する知識不足〉を周辺
地域のケアマネジャー等を対象にしてこの
知識不足の軽減を図った。講演内容は一概要
であったため、担当ケアマネジャーが地域で
サービス提供するにあたり注意すべき事項
を生活に落とし込み、実務者であるヘルパー
への説明を行いケア体制を整えた。〈キーパ
ーソンの存在〉により地域での療養生活の受
け入れと継続、地域サービス提供者間の情報
共有が円滑に進むことが窺えた。キーパーソ
ンの役割としては、①受け入れの推進、②実
務者の漠然とした不安や知識不足を軽減す
る等の受け入れ体制整備、③実務者と陽性者
間の関係性構築、④情報の効率化の 4 つがあ
ると考えられた。 
 HIV 陽性者受け入れにあたり、④〈主治医
の確保〉、⑤〈拠点病院との連携〉がなされ
ていた。主治医の確保は当たり前のように感
じられる事象であるが、通常入所前に施設が
医師の確保を行うことはあまりない。入所施
設の往診医やかかりつけ病院を入所者は受
診したり、入所者が従来からかかっていた病
院を受診することも可能である。しかし、要
介護状態にあり HIV という感染症を有し服
薬治療を継続する必要がある患者の場合、急
変時の対応や薬の処方のために、まず④〈主
治医の確保〉が受け入れに当たっての課題で
あった。抗 HIV 薬の処方は⑤〈拠点病院と
連携〉し、処方するように調整を行った。 
受け入れた HIV 陽性者が亡くなった後、

拠点病院の医師から、何かあった時はぜひ協

力をお願いしますと連絡があり、いい関係づ
くりができたこと、拠点病院が支えてくれた
ことは、施設職員にとっても HIV 陽性者を
受け入れる補償となっていた。 
研修等の開催や医師の言葉によって他の

病気と変わりがないという認識を有し、不安
を軽減したり、フォローする主治医の確保や
近隣の拠点病院との連携がなされ急変時の
対応が明確になることで HIV 陽性者の受け
入れがなされていることが明らかとなった。
このことは陽性者への医療を確保すること
にも繋がることと考えられる。 
地域への移行の際には必要なサービスを

受けるにあたって、研究２で述べたように障
害者総合支援法もしくは介護保険法による
認定を受ける必要がある。HIV 陽性者におい
ては要介護状態となった原因疾病や年齢に
よって利用するサービスの根拠法が異なる
こととなる。 
介護保険法に基づく要介護認定を受ける

とケアマネジャーがキーパーソンとして存
在するが、介護保険非適用の場合現行の保険
制度においてキーパーソン的役割を果たす
存在がいないことが課題としてあげられた。 
 
４）研究４の成果 
（１）施設における HIV 陽性者へのケア経
験別・職種別の標準予防策実施状況 
回収は 208件（配付 690件、回収率 30.1%）、

看護・介護職による回答 179 件を本研究の分
析対象とした。対象者の平均年齢は 44.1 歳、
職種は看護職 45 人（うち 10 人 HIV 陽性者
へのケア経験者）、介護職 134 人（同、15 人）
であった。看護職において採血時手袋を着用
するのは 37.8%（ケア経験者 77.8%>未経験
者 33.3%、以降同順にて表記）、リキャップ
は「しない」31.1%、「するときがある」42.2%、
「いつもする」13.3%であった。看護・介護
職ともにケア経験者において HIV 勉強会受
講経験が高かった。ケア経験有無別に標準予
防策の実施状況をみたところ、看護職では
「検温後の手洗い」、「手洗いとアルコール手
指消毒薬の使い分け」、「手洗い後の洗い残し
が多い部位がわかる」、「標準予防策とは何
か」、「標準予防策の必要性」の 5 項目であり
有意差がみられた。手洗いの重要なタイミン
グでは「利用者に接する前」、「手袋を外した
あと」であり有意差はなかった。介護職では
有意差のある項目はなかった。 
以上より、看護職であってもケア経験者の

方が標準予防策についての知識が深く予防
策実施割合が高いことは、勉強会に参加して
いる割合の高さが影響していると考えられ
た。受け入れ準備として標準予防策に関する
研修が必要と示唆された。 
 
（２）在宅介護事業祖における HIV 陽性者
へのケア経験別・職種別の感染予防に対する
意識等や標準予防策実施状況 
回収は45件（配付237件、回収率19.0％）、



対象者の平均年齢は 44 歳であった。職種は
看護職 23 名、介護職 15 名であった。看護職
において採血時手袋を着用するのは 17.4％、
リキャップは「しない」12.5％、「するときが
ある」62.5％、「いつもする」25％であった。
94.7％が感染対策を重要だと「強く感じる」、
「まあまあ感じる」と回答した。介護職では
感染対策の重要性の認識が高い人は利用者
接触前の手洗い実施状況が高かった。感染対
策の知識が「十分にある」、「それなりにある」
と回答したのは看護職 82.6％、介護職 53.3％
であった。介護職では感染対策の知識がある
人は処置後の手洗い実施状況が高かった。
HIV 陽性者のケア経験ありは看護職 8 名
（34.8％）、介護職 5 名（33.3％）であった。
HIV 勉強会の受講経験ありの割合は、看護職
26.1％、介護職 33.3％であった。介護職にお
いて HIV 陽性者のケア経験者は HIV 勉強会
参加経験ありの割合が高かったが、看護職で
は有意差はみられなかった。 

以上のことから、在宅ケアに関わる看護師、
介護職ともに感染予防は重要であると考え
ていた。しかし、看護職の採血時の標準予防
策実施率は低かった。介護職では感染予防の
知識にばらつきがあり、認識の違いが予防策
の実施に影響している可能性が示唆された。 

（１）（２）の結果から、介護職において
標準予防策の実施割合が低いことや看護職
ではリキャップの実施割合が高いことが明
らかになったことから、正しい標準予防策の
普及の必要性が示された。 
自己管理が難しい HIV 陽性者に対して今後、
医療機関よりも介護等施設で療養生活を送
る症例の増加に伴い、ケアに携わる職種の拡
大が予測される。ケア時には標準予防策を行
うことが陽性者・支援者双方に有益である。 
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